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第 1 章 本研究の目的および方法 
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1）菊本虔：平成 11 年度文部省 21 世紀型産学連携手法の構築に係るモデル事業「社会的・経済
的ニーズに立脚した新たな産学連携システムの構築に関する実証的研究」2000.3 
 
 - 3 -
第 2 章 企業ニーズに基づいた大学の技術移転における有効な方式の研究にかかわ
るアンケート調査結果 
 
第 1 節 調査の概要 
 
本アンケート調査は、日本の上場企業 3,626 社２）から無作為抽出した 1,000 社を対象に実施し
た。調査方法は、調査対象企業宛に調査票を郵送し、記入後、同封の返信用封筒にて返送を依頼
した。調査実施日は平成 15 年 8 月 25 日、締め切りは同年 9 月 30 日とした。 
また、回収状況は表 2-1-1 の通りある。 
 
 
表 2-1-1 調査票回収状況 
対象 配付数 回収数 回収率（％） 
上 場 企 業 1,000 119 11.9 
 
           
2）東洋経済新報社：「2003 年第 2 集 会社四季報」2003.4 より 
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第2節 回答者の属性 
 
回答者の業種は図 2-2-1 の通りである。これをみると、小売業、建設業、サービス業が 10～11％
で、約 3 分の 1 を占めている。次いで、卸売業、電気機器、輸送用機器、機械が 6～8％で、これ
ら 7 つの業種で約 60％を占める。 
また、資本金は、10 億円以上 50 億円未満の間に 40％の企業が入っており、次いで多いのが 2
億円以上 10 億円未満の 21％である（図 2-2-2）。平均は 144 億 3,500 万円である。 
従業員数は、100 人以上 500 人未満が 41％と最も多く、1,000 人以上 5,000 人未満という規模
の企業も 26％ある。平均は 1,376 人である（図 2-2-3）。 
設立年は、1900 年代中盤から後半が 52％、前半から中盤が 44％となっている（図 2-2-4）。 
上場区分では、東証が 39％、ジャスダックが 29％で、合わせて 68％を占めている（図 2-2-5）。 
すなわち、回答企業の多くは小売業やサービス業などの第 3 次産業か、機械・機器関係、建設
業など（59％）で、資本金は 2 億～50 億円（61％）、従業員 100～500 人未満（41％）、1900 年
代中盤から後半の設立（52％）、東証またはジャスダック上場（68％）の企業と推定される。 
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「問 2 上記「問 1」で「１．ある」とお答えになった方は以下の質問にお答えください。」
とし、「（１）相手方の大学はどこですか。具体的にご記入ください。」という問、すなわち産学
連携事業実施経験のある企業の相手方の大学に関する回答としては、80 大学の名前が挙がった
が、最も連携事業の多かった大学の上位 10 校は、表 2-3-1 の通りであった。このうち上位 6
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表 2-3-1 連携事業の相手方の大学 
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３．産学連携事業実施経験のない企業について 
「問 3 上記「問 1」で「２．ない」とお答えになった方に、その理由をお伺いします。あて
はまる番号のすべてに○を付してください。」、すなわち、産学連携事業実施経験のない企業の不

















































 - 14 -










表 2-3-2 具体的な技術上の課題（複数回答） 
No. 回答内容 件数 
1 特定の技術についての課題がある 22 
2 連携によって新技術の導入、強化が必要 6 
3 専門的技術・知識が必要 4 
4 検証や評価をして欲しい 3 
5 基本的な技術・解析が必要 2 
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表 2-3-4 外国の大学が産学連携において優れている点（複数回答） 
No. 内容 件数 
1 契約(書)が優れている。目標・納期・権利の帰属など。事務処理迅速。 5 
2 特に優れた点はない。大きな成果はない。 3 
3 研究情報が定期的にもらえる。世界の技術レベルが確認できる。 2 
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８．その他産学連携に関する自由意見 
「問 8 その他、産学連携について、ご意見やご要望がありましたらご記入ください。」との問
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第 3 章 おわりに 
 



































資 料 編 
 




















































































































































































































































































































































































































































【 民間企業(全国） 問2（1） 連携事業の相手方の大学 】
※1
 















































































































































【 民間企業（全国） 問7 日本の大学にも取り入れてほしい点 】
※8
 








































【 民間企業（全国） 問8 産学連携についての意見･要求 】
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２．調査票                                 
 2003 年 8 月       
 

























教授・リエゾン推進室長  菊本  虔
助手           新谷由紀子
 
（この調査についての問合せ先） 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
筑波大学産学リエゾン共同研究センター 
新谷（しんや）由紀子 
TEL & FAX 029-853-7461 
E-mail yshinya@tara.tsukuba.ac.jp 
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問 1 貴社において、これまでに大学との連携事業を実施したことがありますか。あてはま
る番号に○を付してください（以下、特に指定のない限り同様にお答えください）。 
    １．ある    ２．ない 
                      








    １．共同研究＊  （対象： 国立大学 ・ 公立大学 ・ 私立大学） 
２．受託研究＊＊  （対象： 国立大学 ・ 公立大学 ・ 私立大学） 
３．奨学寄附金＊＊＊（対象： 国立大学 ・ 公立大学 ・ 私立大学） 
４．研究員の派遣 （対象： 国立大学 ・ 公立大学 ・ 私立大学） 
    ５．技術指導   （対象： 国立大学 ・ 公立大学 ・ 私立大学） 






    １．新製品の開発    ２．製造方法の改良   ３．特許や実用新案の出願 
    ４．従業員の技術の向上 ５．研究者とのつながり ６．特になし 
    ７．その他 














    ８．その他 
       具体的にご記入ください                            
 
 
問 3 上記「問 1」で「２．ない」とお答えになった方に、その理由をお伺いします。あて
はまる番号のすべてに○を付してください。  










    10．大学の研究成果については特許が取得（出願）されていないものが多いため、 
企業での投資に不向き 
    11．その他                     






    １．ある       ２．ない           
 
問 5 上記「問 4」で「ある」とお答えになった方は、以下の質問にお答えください。 
（１）貴社でお困りの技術上の課題をお教えください。 
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1．企業と大学の間に立って技術移転のための仲介をする TLO(技術
移転機関)の設置・充実を促進する 
０ １ ２ ３ ４ 
2．産学連携を支援する大学内の組織を整備・充実させる ０ １ ２ ３ ４ 
3．産学連携を支援する組織を担う人材を養成・確保する ０ １ ２ ３ ４ 
4．シーズ集の作成・配布、企業との交流会の開催など、大学の研
究情報を積極的に公開する 
０ １ ２ ３ ４ 
5．大学側からも企業のニーズを積極的に取り上げ、そのニーズに
基づいた研究を大学で実施する 
０ １ ２ ３ ４ 
6．受託研究契約において、いつまでにどのような成果を出すかな
ど、契約内容をより厳密かつ明確に規定する 
０ １ ２ ３ ４ 
7．受託研究によって生じた発明について、特許を受ける権利を企
業が持てるようにする 
０ １ ２ ３ ４ 
8．共同研究によって生じた発明について、特許を受ける権利の全
部を企業が持てるようにする 
０ １ ２ ３ ４ 
9．大学における情報管理を徹底し、企業秘密が漏れないようにす
る 
０ １ ２ ３ ４ 
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